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はじめに 

 

 本報告書は、平成 14 年度における我が国の公的年金の財政状況をとりまとめたもので

ある。 

 社会保障審議会年金数理部会は、「被用者年金制度の安定性及び公平性の確保に関し、

財政再計算時における検証及び毎年度の報告を求めること」、「被用者年金制度の一元化

の具体的な措置が講じられる際の具体的な費用負担の在り方等について年金数理的な観

点からの検討及び検証」などを行うため設置されている。 

 部会設置以来、これまで毎年、公的年金各制度の財政状況について制度所管省に報告

を求め、また、部会議事の公開、報告資料や議事録の厚生労働省ホームページへの掲載

等を通じて、その内容を国民に広く提供してきた。しかしながら、報告や資料が制度別

となっており、各制度の財政状況を横断的に眺められるものとはなっていない。そこで、

各制度からの報告資料をもとに、各制度の財政状況が一覧できるようにわかりやすくま

とめた上で、年金財政の複雑な仕組みの説明とともに、現状分析及び平成 11 年財政再計

算との比較を行ったのが本報告書であり、昨年の平成 13 年度公的年金財政状況報告につ

づくものである。年金に関する議論が活発に行われていたこともあり、昨年の報告書は、

各方面で活用された。今年度は、全制度から積立金の時価評価結果の報告があり、それ

を含めた平成 14 年度分を付け加えるとともに、分析対象も追加した。財政再計算との乖

離の比較では、新たな比較項目を追加し、また、使用する方法や数値をより精緻なもの

にしてその要因を分析している。 

 年金制度については、本年６月に平成 16 年の改革法が成立した後も、社会保障制度の

一体的な改革をめぐる議論の中で、年金制度の一元化や制度体系の在り方等が様々な場

で議論されている。今後の制度改正の議論では、各制度間の現状の比較は欠くことので

きないものとなってこよう。 

 本報告書が公的年金の財政状況理解の一助となり、ひいては年金制度改革に資するこ

とができれば幸いである。 
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第１章 公的年金の概要 

 

１ 公的年金とは 

公的年金は、老後を始め、障害や死亡の場合の所得保障を図るものである。現在、

その財政は、現役世代の支払った保険料をその時々の高齢者の年金給付に充てるとい

う世代間扶養の仕組みとなっている。 

公的年金は、古くは恩給及び官業共済制度をもととし、いくつかの制度が順次創設

された。現在は、国民年金（基礎年金）と厚生年金保険（以下、厚生年金という）、さ

らに国家公務員共済組合、地方公務員共済組合及び私立学校教職員共済制度の３つの

共済年金（以下、それぞれ国共済、地共済、私学共済という）からなる。旧社会保障

制度審議会に年金数理部会が設置された昭和 55 年当時には、これら５つの制度の他、

船員保険、公共企業体職員共済組合（国鉄共済、専売共済、日本電信電話共済：以下

旧三共済という）、農林漁業団体職員共済組合（以下、旧農林共済という）があったが、

いずれも厚生年金と統合（船員保険については職務外の年金給付部分）、現在に至って

いる。また、厚生年金、国共済、地共済では、さらにその中でいくつかの集団ごとに

保険料率が設定されていたが、これも、順次一本化されつつある。 

本報告書では、主として、平成７年度からの動きについて見ており、その後に統合

があった旧三共済と旧農林年金については、おおむね厚生年金に含めている。なお、

国民年金を除く各年金を被用者年金と総称する。 

 

２ 体系（国民年金と被用者年金との関係） 

公的年金の体系は図で示すと、次頁のとおりである（図表 1-2-1）。 

公的年金のうち国民年金は、全国民共通の｢基礎年金｣の制度である。被用者年金各

制度の被保険者は国民年金の第２号被保険者となり注、その被扶養配偶者(20 歳以上 60

歳未満の者に限る。）は同第３号被保険者となる。第２号、第３号被保険者のいずれに

も該当しない者、例えば自営業者とその配偶者、家族従業者、無職の者などで 20 歳以

上 60 歳未満の者は同第１号被保険者となる。そして原則として 65 歳到達以後、老齢

基礎年金を受給する。また、被用者年金制度の被保険者期間を有する者は、当該被用

者年金の支給開始年齢到達以後、基礎年金とは別に当該被用者年金も併せて受給する。

なお、国民年金には基礎年金以外に付加年金や寡婦年金といった独自給付がある。 

注 65 歳以上の者にあっては、老齢・退職年金の受給権を有さない者に限られる。 
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図表 1-2-1 公的年金の体系 

 

３ 一元化の推進 

 公的年金については、現在、就業構造の変化、制度の成熟化の進展等に対応し安定

化と公平化を図るため、一元化の推進が図られている（平成 13 年３月 16 日付け閣議

決定「公的年金制度の一元化の推進について」）。具体的には、財政単位の拡大及び共

通部分についての費用負担の平準化を図ることを基本として、統一的な枠組みの形成

を推進することとされている。上で触れた、これまでの各制度の統合もその一環と言

えよう。さらに、平成 16 年財政再計算では、上記閣議決定に従い、国共済と地共済に

おいては平成 21年からの財源率一本化を目指した掛金率の設定と財政調整制度の導入

が行われ、また、私学共済でも掛金率の引き上げを前倒しすることとされている。 

また、国会や社会保障の在り方に関する懇談会注、経済財政諮問会議などでの議論で

は、公的年金制度の一元化も大きな論点となっている。 

注 内閣官房長官のもとに設けられた懇談会 
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